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第二章 アメリ力法の動向（つづき）
第四節 科学的証拠を巡る理論
第二節及び第三節において，有毒物質被害に関する不法行為訴訟における，
因果関係の疫学的証明及ひ宮リ合的責任理論に関する議論について考察してきた。
これらの訴訟では，相対的危険度ないし因果関係を認定するために，有害物
質の生命・身体に対する影響について証明がなされなければならず，このため
には，疫学調査資料や動物実験資料などの科学的証拠が不可欠である。そして，
被告らの責任についていかなる理論によるのにせよ，証拠法の観点からみて合
理的な基準や方法によって，これら科学的証拠から因果関係（割合的責任理論
では危険寄与率）が証明されなければならない。
それでは，いかなる基準や方法によることが科学的に合理的といえるのであ
ろうか。第一節六でみたように，1993年，Bendectin訴訟の事実であるDaubert
v.Merrell Dow Phermaceuticals, Inc. IIにおいて，連邦最高裁判所は，科学的
証拠が証拠能力を認められるために，信頼（reliability）及び関連性（relevancy)
を有することが必要である，という準則を定立した（以下では，この準則を
Daubert判決準則と記す。）。その後，科学的証拠に関して， Daubert判決準則
を中心に盛んに議論がなされてきた。
そこで，本節では，これらの議論について考察していくことにする。科学的
証拠に関しては，訴訟手続全般にわたって広い範囲で論じられてきたが121，本
稿は，不法行為における因果関係の認定に関して考察するものであるので，そ
れに必要な範囲で，これらの議論について取り上げることにする。
まず，アメリカ法におけるDaubert判決準則の位置付けを明確にするために，
Daubert判決以前の法状況について考察し，次に，因果関係認定における科学
的証拠に関する諸問題について， Daubert判決準則に照らして考察していこう。
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一， Daubert判決以前の法状況
Daubert判決に至るまで，科学的証拠の証拠能力の基準として， 1923年，刑
事事件であるFryev. U.S. 131においてコロンビア特別区連邦高等裁判所（Court
of Appeals of District of Columbia）が定立した準則が，判例法において支
配的な地位を占めてきた。その後， 1975年，科学的証拠の証拠能力に関する規
定を有する連邦証拠法が制定されたが， Frye判決が定立した準則の採否につい
ては明確にされなかった。この証拠法制定を契機として，この準則に関する論
議が活発になされた。
本項では，これらの経緯について一瞥していこう。
1. Frye判決
第二級殺人事件である本件事案では，無罪である旨の供述に対するポリグラ
フ検査資料が被告側から証拠として提出され，当該証拠について証拠能力の有
無が争われた141。第一審裁判所は，この証拠能力を否定して被告人に対して有
罪判決を下し，これに対して被告人が控訴した。
本判決は，科学的推論に証拠能力が認められるためには，当該分野（the
particular field in which it belongs ）において一般的承認（general
accept組問）が得られていることが必要である，と解した151。そして，ポリグ
ラフ検査による供述の真否の認定には，生理学や心理学の学界において一般的
承認が得られていないとして，原審の有罪判決を維持して被告の控訴を棄却し
たのである I61。
このように，本判決において，科学的証拠の証拠能力の判断基準として，「当
該関連科学界（therelevant scientific community）において一般的承認が得
られていることを要する」，という法準則が定立された（以下では，この準則を
Frye判決準則と記す。）。
多くの判例において，ポリグラフ検査，筆跡鑑定，血液鑑定，及び声紋鑑定
など科学的証拠の証拠能力について， Frye判決準則を通じて認定されてきた171。
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この準則における一般的承認基準については，文献調査，判例，実務による採
否，及び専門家らの評価などを通じて判断された181。
2.連邦証拠規則（FederalRules of Evidence) 
1975年，連邦証拠規則（FederalRules of Evidence）が制定された。
科学的証拠の証拠能力については，意見や推論に証拠能力を認めない伝聞証
拠排除原則（hearsayrule）の例外として，702条に次のように規定された（9）。
「科学的知見，技術的知識，または他の専門的知識（scientific,technical,or 
other specialized knowledge）が，陪審（trierof fact）が証拠を理解した
り争点事実（factin issue）を認定するのに助力となる場合には，知見，熟
練，経験，訓練，または教育によって専門家として資格がある証人は，意見等
の形式で証言することができる。 Jと。
本条は， Frye判決準則の採否について明確に規定しなかった。諮問委員会
(Advisory Committee）も，その採否には言及していないようである刷。
本条に続いて， 703条において，専門家証人の意見や推論が伝聞証拠排除原則
の例外をなすのは，当該問題について意見や推論を形成する基礎となる，事実
やデータが，その特定の分野の専門家によって合理的に信頼されているもので
ある場合に限られる，と規定された（11）。次いで， 706条において，科学的証拠
について評価するために，裁判所が裁量で専門家証人を任命することができる，
と規定された（12）。
また，証拠一般に関する規定の中でも， 403条は，証明力について誤った判断
を招きやすい科学的証拠の証拠能力に関わる規定である（13）。本条は，不公平な
偏見，争点の混乱，または陪審の誤った判断を招く危険が，証拠価値（probative
value）よりも相当に大きい場合には，当該証拠について，争点事実との関連性
があっても証拠能力が認められない旨，規定している。
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3. Frye判決準則に対する判例・学説の動向
Frye判決準則は，判例において，次のような根拠で支持されてきた（1心。①科
学的証拠の証拠能力の認定について統一性が維持される，②最新の科学的証拠
について陪審は絶対的に信頼性があるものと誤解しがちであるが，このような
誤解によって事実認定がなされるのを抑止できる，③事実認定について複雑で
費用や時間を浪費するようなプロセスを経ることが避けられる，また④証拠を
評価する専門家証人が裁判所で十分に確保され得ない場合に，最新の証拠によ
る混乱を招くことはない，と。
これに対して，次のような問題点が指摘されてきた。
第一に， Frye判決準則における一般的承認基準の充足の有無を認定すること
が困難である，という点である（15）。この準則を適用するには，当該証拠が属す
る関連学界を特定したり，当該学界における一般的承認を認定することが要
求される。しかし，いかなる学問分野に当該証拠が属するのか常に容易に判断
できるわけではないし，いかなる状況において一般的承認が得られているとい
えるのか明確な基準を設定するのは困難である。さらに， Frye判決は，科学的
証拠に分類される証拠はいかなる範囲に及ぶのか，また，一般的承認の対象が
理論であるのか結論であるのか明確にしていない。
第二に， Frye判決準則によれば，科学的証拠で最新のものや公刊されていな
いものの証拠能力は，信頼できるものであっても否定される，不合理な事態が
生じ得る，という点である（16）。ある科学的知見が関連学界において一般的承認
を得られるには，後述するような所定の審査を経て公刊される必要があり（二，
2.(2）），これには一定の期間を要する。公害・薬害事案などにおいて，有毒な
イじ学物質に関する最新の研究成果は，証拠として一切認められないことになり
かねないのである。
このように， Frye判決準則の理論的欠陥が認識されてくるにつれて，判例に
おけるこの準則の支配的地位は次第に揺らいできた（17）。この準則は証拠規則702
条によって排除されたものと解して，信頼性などを基準として科学的証拠の証
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拠能力を認定するものも現れてきた（18）。
学説においてもまた，解釈論や立法論として，科学的証拠の証拠能力につい
て， Frye判決準則とは異なる基準によることが提唱されてきた（19）。
証拠規則702条の解釈論として，①賠審による偏見や時間・費用の浪費を避
けるために，当該証拠に認定事実との関連性があれば十分であるという見解
(McCormick) <20＞，②証拠の信頼性や有効性（validity）を基準とするべきであ
る，という見解（Black）似），または③証拠能力を原則として制限せず，理論，
方法または結論について学界でその有効性に実質的な疑問が示されている証拠
に限つては，裁判所が任命した専門家証人によって認定する，という見解
(Elliott)<22＞，などが提唱された。
また，立法論として，①証拠の信頼性を要件として付加すべきである，とい
う提案（Lederer)<23＞，②裁判所が認識してこなかった理論や方法については，
その証拠価値（provativevalue）が証拠規則403条における危険性に優る場合
に限って許容できる，という提案（Berger)<2久③理論や方法が，提出された目
的にとって科学的に有効である場合に許容できる，という提案（Starrs)<25), 
または④当該証拠を使用する意思について，相手方に対して十分に前もって文
書で通知することを，証拠の提出者に要求する，という提案（Giannelli)<2s>, 
などがなされた。
このようにFrye判決準則が支配的地位を失っていくなかで，次項でみるよう
に， 1993年， Daubert判決において，連邦最高裁判所は，当該準則の適用は本
条によって排除されたものと解するに至ったのである。
二， Daubert判決準則とその問題点
本項では，まず， Daubert判決について一瞥しよう。判旨のなかで信頼性要件
に関する部分は長きに及び説明を要するので，全体の概要と信頼性要件とに分
けて記すことにする。そして，次に，本判決が定立した準則の問題点について
みていこう。
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1. Daubert判決の概要
本件事案は，先天性障害者である原告らが，その障害の原因は母が妊娠中に
服用したBendectinであると主張して，製薬会社であるMerrell社に対して損
害賠償を請求したというものである例。原審である第九巡回区連邦高等裁判所
(U.S.Court of Appeals, 9th Circuit）は，因果関係を証明するために原告らが
提出した証拠資料について， Frye判決準則を適用して，公刊されていないので
一般的承認基準を満さないとして，その証拠能力を否定し，原告らの請求を認
めなかった＠九これに対して，原告らが上告したのである。
本判決は，科学的証拠の証拠能力について，連邦証拠規則702条によってFrye
判決準則による制限が排除されたものと解する一方で，無制限に認められるの
ではないと解した回）。
そして，本条が対象とする証拠を科学的理論や方法であると解したうえで，
その証拠能力について，証拠の信頼性，及び証拠と認定事実との関連性という
二つの要件を本条の文言から抽出した（30）。「科学的知見」は，「推論または主張
が科学的方法によって得られたものでなければならない」ので，証拠に信頼性
が要求され，また，「陪審が証拠を理解し争点事実を認定するのに助力となる」
ことが必要であるので，事案の争点との関連性が要求されるのである。
これら信頼性要件及び関連性要件について，本判決は，事実審裁判所の裁判
官が判断する能力を有すると解した刷。その後1996年， GenaralElectoric Co. 
et al. v. Joinerは，事実審である第一審裁判所の裁判官が判断する裁量を有
すると解して，当該控訴審が，その裁量権濫用の有無につき審理するものと判
示した刷。
信頼性要件が充足されているか否か，即ち専門家によって得られた結論が科
学的に有効な理論や方法によるものか否か判断する基準としては，詳細につい
ては後述するが，本判決は①反証可能性（falsification），②審査を経た公刊
(peer review and publication），③誤判定率（rateof error），及び④一般的
承認，という四つの基準を例示した刷。なお，これらの要件は，限定的に列挙
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されたものではなく，事案に応じて他の判断基準を採用することも可能である
という（3心。
さらに，本判決は，裁判官に対して，科学的証拠の証拠能力を認定するにあ
たっては，証拠規則702条だけではなく，証拠規則 703条， 706条及び403条に
も注意を払うことを促した（これらの規定について，一， 2.参照） (35）。また，
証明力が不明確な証拠によって陪審の事実認定に混乱が生じないように，反対
尋問（cross-examination），反対証拠の提示（presentationof contrary 
evidence），及び証明責任についての説示（instructionon the burden of proof) 
を十分に行うことを要請した（36）。
2.信頼性要件の判断基準
Daubert判決準則は，信頼性要件について上述したような四つの基準を例示
したが，これらの基準について改めて一瞥しておこう。
(1）反証可能性
この基準は，当該科学的理論や方法が反証され得るか否か，というものであ
る。本判決は，証人による意見や推論に証拠能力を認めない伝聞証拠排除原則
の例外である，科学的証拠とそうでないものとの根本的な相違点として，
HempelやPopperの理論に依拠して，科学的証拠には反証可能性があるという
ことを示した（37）。
Blackらは，この根拠を明確に説明している（謝。科学とは，体系的に情報を
組み立てるものであり，観察される現象が生じる根拠の説明を求めるものであ
る。科学的説明は経験的なテストによるものでなければならず，その説明の過
程は経験的な反証がなされる可能性のあるものでなければならない，と。
この基準は，科学の本質を示すものであり，すべての科学的証拠について妥
当するものであるといえよう。
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(2）審査を経た公刊
この基準は，学術誌等において所定の審査を経たうえで研究成果が公刊され
ているか否かを問うものである。ある研究成果が学術誌等に掲載される場合に
は，その論文のコピーを編集者から配布された，著者本人には予め告知されて
いない審査員らによって，研究成果の意義，計画，分析，及び，方法，目的，
資料，解釈と結論との関連性などについて評価される，という過程を経ること
になる。このような過程によって，当該研究が学界水準に到達していることが
担保されるのである（39）。
とはいえ，最新の理論，特殊な理論，または利害に関わる者が非常に少ない
理論などは，公刊されていないことが多い。本判決は，このような場合には，
当該基準は適用されないものと解している（制。
Frye判決準則を適用した原審は，原告が提出した最新の証拠について，一般
的承認が得られていないと判断し，証拠能力を否定していたが， Daubert判決
準則によれば，このような判断は必ずしも適切ではないということになる。
この基準に対して，かつてアスベスト粉塵の有毒性について不当に小さく評
価した研究成果が公刊されたように，公刊された研究成果にも合理的でないも
のもあり，一方では，最先端の医療行為がかなりの公刊されていない研究成果
に依存するように，公刊されていない研究成果にも有益なものも多く存在する
ので，この基準を重視するのは不当である，と主張する見解もある（41）。
(3）誤判定率
この基準は，当該理論による判定において，既知のものにせよ潜在的なもの
にせよ，誤って認定される結果が占め得る割合が許容され得るか否か，という
ものである（叫。この基準が合理的に機能する具体例として，声紋検査等に関す
る判例が挙げられた（制。
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(4）一般的承認
この基準によって，科学的証拠の証拠能力について， Frye判決準則の判断基
準を通じる余地も残された（ω。この基準は， Frye判決準則においては絶対的な
基準とされていたが， Daubert判決準則においては証拠の性質に応じて適用さ
れるものと解されることになる。
一般的承認の対象について， Frye判決は明確に示していなかったが，本判決
では結論を基礎づける理論や方法であることは，信頼性要件の対象として明確
にされている。とはいえ，上述したような関連学界や一般的承認を認定する基
準は不明確なままである。
(5）その他の基準
本判決は，信頼性要件の判断基準として，これまでみてきた四つの基準を限
定的なものではないと解し，事案に応じては他の適切な基準による余地を残し
ている。具体的にいかなる基準が妥当するのであろうか。
本判決の差戻審判決は，原告側が提出した証拠資料について，例示された慕
準によらず，科学的方法に基づいて客観性を有するか否かという観点から，信
頼性要件を充足しないものと判断した刷。①これらの証拠資料に関する研究は，
専門家証人らによって，訴訟以前になされたのではなく，もっぱら本件訴訟の
ためになされたものである，②所定の審査を経たうえでの公刊もなされていな
い，また，③他の原因による可能性がないことを証明していない，という根拠
によるものである。
学説においては，本判決が例示した基準のほかに，次のようなものが提示さ
れている。
Blackらは，科学理論の合理性の見地から，①説得力（explanatorypower), 
②論理的一貫性 (logicalconsistency），③実験の範囲（scopeof testing), 
④これまで承認されてきた理論との一貫性（consi stensy with accepted 
theories），または⑤正確性（precision）を提示した（46）。
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また， Bernsteinは， Bendectin訴訟を念頭に置きながら，①統計証拠につい
て有意性の判断において，後述するようなバイアスが控除されているか，②他
の原因や曝露濃度が考慮されているか，③当該証人に判断能力があるのか，ま
たは④当該証人が証言を変更した場合に，有効な科学的説明がなされているか，
という基準を提示した（47）。
3. Daubert判決の問題点
Daubert判決準則について，主に次のような問題点が指摘されてきた。
第一に，本判決は，科学的証拠の証拠能力について，信頼性要件を定立した
が，上述した四つの基準を例示したにすぎず，具体的事案において採るべき判
断基準が不明確である，という点である。実際に，科学的証拠は，多様な事案
において，多様な分野に関する多様な証拠が提出されるのであり，ある類型の
証拠について，いかなる基準によって証拠能力を判定するべきか，明確にする
必要があるだろう。
後のJoiner判決によれば，これらの基準についての判断は，事実審裁判所の
裁判官の広範な裁量に委ねられることになる。とはいえ，その判断基準が明確
に示されることなくして，専門家ではない裁判官が科学的証拠の信頼性につい
て判断するのは困難であるし，同ーの証拠について裁判官によって判断が相違
する事態も生じ得る（制。
本判決の少数意見は，次のように批判する刷。裁判官らには，科学的証拠に
関して広範な裁量が与えられることによって，いわば素人の科学者（a皿ateur
scientists）になる義務が課され，また権限が与えられることになるが，証拠
能力を制限する証拠規則702条の趣旨に反する，と。
第二に，本判決は，科学的証拠に基づいて合理的な事実認定がなされるよう
に，裁判所による専門家証人の任命，反対尋問など手続の充実によって対処す
ることを強調しているが，これらの手続によって十分に科学的に合理的な事実
認定が確保されるか検討を要する，という点である。
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第三に，本判決の準剰によるならば，事実認定において多〈の科学的証拠の
証明力の判断が，実質的に裁判官らに委ねられることになるが，陪審員より裁
判官の方がこのような判断をなすのに適しているのか否か，という点である。
科学的証拠について，判断能力などに鑑みて証明力を判断するのに適している
のは，裁判官または陪審員のいずれであるのか（回），また，連邦憲法修正第7条
が規定する陪審を受ける権利などに照らして， Daubert判決準則による事実認
定手続が合理的であるといえるのか（51），などについて検討する必要がある。
次項では，これらの問題点のうち因果関係認定に関わる点について考察して
いこう。
三，因果関係認定における問題点の考察
本1頁では， Daubert判決準則の問題点について，本稿が考察の対象とする因
果関係認定に関して考察していくことにする。
まず，因果関係を証明するために提出される，典型的な科学的証拠の証拠能
力を認定する基準に関して，次に，これらの証拠によって因果関係を認定する
手続に関して，みてい〈ことにしたい。
なお，前項で指摘した， Daubert判決準則における第三の問題点，即ち科学
的証拠について証明力の判断に対して，裁判官が実質的に介入することの当否
に関してはここでは取り上げない。本稿は，我が国での不法行為における因果
関係認定に対して，アメリカ法から示唆を得ることを目的とするので，陪審制
度を採用していない我が留の法制度に対して，この間題点の考察によって示唆
を得るところは小さいと思われるからである。
1.証拠能力の判断基準
有毒イじ学物質被害に関する不法行為訴訟において，疫学を通じて因果関係を
証明するために，一般に次のような証拠資料が提出される。第一に，ある疾患
に対するある物質の相対的危険度を算定して，統計的有意性の有無を判断する
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ために，疫学調査資料，第二に，疫学調査による有意性の判断を裏付けるため
に，動物実験資料，そして第三に，個々の原告について，当該物質が原因とな
り得る疾患に擢患したことを証明するために，医師の診断書である。
疫学調査資料や動物実験資料については，科学的証拠に該当するので，Daubert
判決準則に照らして，証拠能力の判断基準について考察していこう。診断書に
ついては，科学的証拠に該当するものではないが，証拠規則702条において，
専門的知識に基づ〈ものとして科学的証拠に準じて証拠能力が認められるので，
同様にこの準則に照らしてみていこう。
(1）疫学調査資料
有毒物質被害に関する不法行為訴訟においては，個々の原告について因果関
係を個別的に証明することが困難であるので，当該物質と当該疾患との一般的
因果関係について，疫学的に証明することが行われている。当該物質への曝露
と当該疾患への羅患との関係について，統計調査を通じて，相対的危険度を算
定して有意性の有無を判断するのである。
疫学資料については，典型的なバイアスが潜在することが指摘されてきたの
で，まずこれらのバイアスの類型について一瞥する。次に，これらを暗まえ
て，いかなる基準によって， Daubert判決準則の充足について判断するべきか
考察することにする。
{a）潜在するバイアスの類型
疫学調査資料において，次のような類型のバイアスが生じ得ることが， Green
やBlackらなどによって示されてきた結局。
疫学調査において生じるバイアスは，調査サンプルに潜在するバイアス
(sampling bias）と調査方法に潜在するバイアス（systematicbias）とに分類
される。
前者のバイアスは，調査したサンプルが対象物質の対象疾病に対する効果を
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正確に示さないことによって生じ得る刷。調留す照群を構成する集団において，
対象疾病の発症率を左右する，年齢や性別などの構成割合が一定でないことに
よって，調査ごとに相対危険度に差が存在し得るからである刷。このバイアス
の程度については，信頼度（confidenceinterval ）として評価される（制。
後者のバイアスについて， Greenは，さらに次のような四つの類型に分類し
た。
第一に，調査対象者の選定におけるバイアスである（selectionbias)<5s）。
職業病の調査において，就労者は非就労者よりも一般に健康状態がよいので，
職場で曝露された有害物質の影響が正確に測定されない可能性がある。
第二に，診断におけるバイアスである（diagnosticbias)C57）。アスベストに
曝露されて擢患する中皮腫は，稀な疾病であり，かつ他の癌と病状が類似して
いるために，かつてはしばしば誤診された。
第三に，対象疾病に対する対象物質の効果測定におけるバイアスである（source
of error in the measurement of exposure)<5s）。四肢の形成に対してBendectin
が影響を与えて障害を発生させ得る期間は，かつて妊娠第一期と想定されてい
たが，四肢を含めて組織が生成される二週間にすぎないと後に判明した。
また，問診などにおいて，対象物質の曝露に関して，例えば薬品の服用につ
いて，対象患者が正確に記憶をしていないことからもこのようなバイアスが生
じる。対象物質について，曝露されたにもかかわらず曝露されていない旨回答
がなされるならば，その効果が否定される方向へ導かれるし，反対に，曝露さ
れていないのにかかわらず曝露された旨回答がなされるならば，その効果が肯
定される方向に導かれる。
第四に，対象疾病に対して，対象物質とは異なる原因が関与することによっ
て生じるバイアスである（sourceof bias by existence of unaccounted for 
c onfounders) <59＞。母親が妊娠中にBendectinを服用した子らが，多く幽門狭窄
症に曜患する傾向があるが，その原因としては， Bendectin曝露のほかに，
Bendectinによる治療の対象である悪阻であることも考えられる。
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疫学謂査によって算定される相対危険度は，疾病の原因が対象物質であるの
かそれ以外のものであるのかについて，双方が排他的であることを前提として
いる。しかし，実際には，疾病は幾つかの原因が競合して発症する。アスベス
ト粉塵にE暴露された者のうち，喫煙をしない者よりも喫煙者の方が肺癌の発症
率が高いように，有毒なイじ学物質は疾病の発症に相乗的に作用する傾向がある。
疫学調査を通じては，このような相乗作用が算定されないのである（刷。
これまでみてきたように疫学調査に固有のバイアスのほかに，調査者の不住
意などによって実態とは異なった調査結果が出されたり，恋意的に実際とは異
なった結果が報告されることによってもバイアスが生じ得る刷。
これらのバイアスは，調査規模や調査回数に左右される（62）。調査の規模や回
数が増すにしたがって，調査サンプルに潜在するバイアスは，小さくなる傾向
があるが，他方，調査方法に潜在するバイアスは，大きくなる傾向がある。
(b)Daubert判決準則に関する判断基準
このようなバイアスを含み得る疫学調査資料は，いかなる場合にDaubert判
決準則における信頼性要件及び関連性要件を充足するのであろうか（63）。
ここでの信頼性要件や関連性要件は，紛争を終局的に解決することを目的と
する不法行為訴訟において，その充足の有無が問題とされているということを
十分に認識する必要がある刷。真理を探究する科学の証明においては，ある仮
説命題が真であることを証明するためには， 95%以上の証明度が要求されてい
る。これに対して，不法行為訴訟で証拠能力が認められる科学的証拠の信頼性
要件や関連性要件については，不法行為訴訟においていかなる程度のものが必
要であるのか，という観点からその判断基準が設定されなければならない。科
学的証拠について，科学的合理性が関われる場合には，科学的証明度に満たな
い場合であっても，証拠能力が必ずしも否定されることにはならないであろう。
Feldm血は，不法行為法の目的である，損害コストの分配，効率的事故抑止
及び被害者救済に資するように，迅速に紛争を解決するためには，実際に収集
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できる情報をいかに利用すべきか，という観点から，科学的証拠の証拠能力に
ついて判断すべきである，と主張する（65）。
信頼性要件については，いかなる場合に充足されるであろうか。
まず，科学的証拠の基本的要件として，当該調査資料について，反証可能性
があることが必要である。調査の対象，方法，相対的危険度ないし有意性の有
無について結論に至った過程などが，明確に記されているものでなくてはなら
ないであろう。
このような科学的証拠に値するもので，所定の審査を経て公刊がなされてい
るものであるならば，事後的にその成果の合理性が検証研究等によって覆され
ているようなものではない限り，信頼性要件が充足されているといえるだろう。
しかし，新たな類型の有毒物質被害に関しては，当該物質の疾病に与える影
響が未知のものであり，損害賠償などを巡る争いが生じてはじめて，疫学調査
が開始されることも多く，訴訟の審理が終わるまでに当該証拠が所定の審査を
経たうえで公刊がなされる余地が極めて小さい。
このような場合には， Daubert判決は，公刊の有無が間われないことを明示
している。そこで，公刊の前提となる審査に相当するような，科学的合理性に
対する検証が次のようになされることが必要であろう。調査規模や調査回数な
どに鑑みて潜在するバイアスが許容されるものか考察したり，二， 2.でみたよ
うに，当該研究が結論に至るまでの一貫性，他の研究調査との一貫性，研究調
査の客観性，及ひ明究調査者の判断能力などについて検討することが有用であ
ろう。
それでは，関連性要件については，いかなる場合に充足されるのであろうか。
訴訟において因果関係の存在を基礎づけ得る，相対危険度を算定する疫学調査
について，関連性が認められることになるであろう。そこで，以前に疫学的証
明に基づいて因果関係を認定したGB S訴訟などと同様に， Daubert差戻審判
決は，証拠の優越基準に応じて，相対的危険度が2.0を越える場合にはじめて
関連性が認められるものと解した（制。
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なお，因果関係を疫学的に証明する場合には，疫学調査資料のほかに，その
統計的有意性の判断を裏付けるために，一般に（2）でみるような動物実験資料な
ども提出される。疫学資料はこれらの提出証拠によってその証明力が裏付けら
れ得ることも考慮して，信頼性要件及び関連性要件の充足について判断される
べきであろう（67）。
(2）動物実験資料
対象物質の対象疾病に対する効果について考察するために，ラットやマウス
などによる動物実験が行われる。動物実験資料は，疫学研究における有意性の
判断を裏付けるためにも有用であるので，因果関係を疫学的に証明する場合に
は，一般に疫学調査資料とともに提出されるのである。
動物実験には，他学物質の曝露量などを正確に管理することができるので，
上述したような疫学調査よりもはるかに，実験の過程においてバイアスが生じ
にくい，というメリットがある。
しかし，次のような点で， Daubert判決準則における関連性要件の充足が疑
問とされやすい，という難点がある（刷。
第ーに，ある物質がある動物にとって有毒である場合でも，人にとって必ず
しも有毒であるとは限らない，という点である（interspeciesvariation)<ss）。
FD Aによれば，人にとって有毒ではないとされる175種類の化学物質のうち，
41%の物質が少なくとも 1種類の動物にとって有毒であり，反対に，すべての
動物にとって有毒でないのは28%にすぎないと報告されている。
第二に，物質の有毒性について短期間で結論を得るために，原告らが実際に
曝露された濃度よりも，当該物質の濃度が高〈設定されている，という点であ
る（dose-responserelationship )<10）。他学物質が人体に与える影響は，濃度
に左右されるので，ある物質が，実験動物と人について同ーの疾病を発症させ
得るにしても，直ちに当該事案における原因物質であると断定できないのであ
る。
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動物実験資料についても，科学的証拠に該当するので，信頼性要件や関連性
要件について，疫学資料に関して(1）で考察したことに照らして，とくにこのよ
うな問題点に留意して検討することが必要であろう。
(3）医師の診断書
不法行為訴訟において原告が損害賠償請求を認められるためには，自らの疾
患の原因が被告による有毒物質であることが証明されなければならない。この
証明は，医師の診断書を通じてなされることになる。
しかし，この診断書は，科学的知見に基づいているのではあるが，科学的証
拠に該当するものではない（71）。医師の診断は，患者の疾病を診断し治療するこ
とを目的として，それに必要な範囲で疾病の原因などを追求するのにすぎず，
疾病の原因・経過等について普遍的に探求するものではないし，個別的な患者
の診断を巡って検証が積み重ねられていくことを予定するものではないのであ
る。
診断書は，証拠規則702条における，「科学的知見」ではなく，少なくとも，
その他の「専門的知識」に該当し，伝聞証拠排除法則の例外に該当することに
なる（72）。 Daubert判決準則に準じて考えるならば，診断の一貫性，当該医師の
専門分野などから，当該診断書について信頼性や関連i性が認められるのか否か
検討し，証拠能力について判断されることになるのであろう（73）。
2.因果関係を認定する手続
科学的証拠に基づいて因果関係を認定する場合には，一般的な知識によって
その存否を判断することは困難である。
その認定手続において，科学的証拠の難解さに対応できるように，何らかの
配慮がなされることが必要になろう。その手続としては，①裁判所任命による
専門家の採用，②責任と損害について二段階審理（bifurcatedtrials），③特
別補助裁判官（specialmasters）の任命，④科学に関する専門家によるパネル
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(science panels），または⑤特別陪審（blue-ribbonjuries）などが挙げら
れる（7心。
また， Daubert判決が判示したように，証拠能力が認定された科学的証拠に
ついては，その証明力が正確に示されるように，当該専門家に対して合理的な
反対尋問（cross-examination）がなされなければならない。
前述したように，本稿は，不法行為における因果関係認定について日本法に
対してアメリカ法から示唆を得ることを目的としているので，ここでは，我が
国の民事訴訟制度に関連するものと思われる，裁判所任命による専門家，及び
反対尋問を巡る問題について，順次みていくことにしたい。
( 1)裁判所任命による専門家
因果関係の証明を巡って，原告または被告によって，疫学証拠など専門家に
よる調査研究が証拠として提出される。
これらの証拠は，科学的方法によるものとはいっても，当該専門家は当事者
の依頼を受けかっ一般に報酬を受けているので，研究調査結果についてその当
事者に有利に解釈される可能性がある。当事者らにとって，中立的な立場に立
つ者によって公平な判断がなされるように，連邦証拠規則706条は，科学的証
拠について判断するするために，裁判所が専門家を任命することができる旨規
定した（7九
しかし，科学に関する専門家らについては，一般的に次のような傾向がある
ので，裁判所から任命された専門家証人が，当事者らにとって中立的な立場で
公平に証言するとは必ずしもいえない，ということが恥lkinなどによって指摘
されてきた（76）。
第一に，専門家は，研究方法や研究過程において，所属する学派などの影響
を受けやすい，という傾向である（77）。
第二に，専門家は，産業界から資金などの援助を得て調査研究を行うことも
多〈，このような場合には，援助を受けた業界に対して有利な結論を出す可能
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性が大きい，という傾向である（78）。例えば，アスベスト業界による援助の影響
によって，アスベスト粉塵の有害な効果が判明するのが遅れた，という歴史が
このことを物語っている，という。
第三に，専門家は，裁判所から任命された場合でも，資力ある被告企業の方
に有利に証言する可能性が大きい，という傾向であるの九専門家は，任命裁判
所からは少額の報酬しか受けることができないが，十分に資力を有する被告企
業から依頼を受けるならば多額の報酬を受け得る立場にあるからである。
このように，専門家証人は，裁判所によって任命された場合でも，自らが所
属する学界や当事者との結び付きによって，中立性が確保されにくい，という
難点がある。証言した意見や推論について，原告または被告が依頼した専門家
証人によるものよりも証明力が大きいとは限らないといえよう。
(2）反対尋問
科学的証拠について，陪審が正確に理解できるような形でその証明力が明確
にされるように，反対尋問がなされることが望ましいことはいうまでもない。
しかし，反対尋問には一般に次のような傾向がみられるために，証拠の証明力
が明確にされるのが困難であることが，Sandersらによって指摘されてきた刷。
第一に，反対尋問は，証人の信頼性を減殺するという企図のもとに行われる
傾向がある刷。このような反対尋問は，証拠の証明力の程度を明確にしにくい
だけでなく，ほとんど異論が存しない科学的理論についても，矛盾する内容を
有する理論であると陪審を誤解させる危険がある。
第二に，有毒他学物質による不法行為訴訟における反対尋問は，同ーの専門
家に対して多くの訴訟で反復してなされる傾向がある倒。このような不法行為
は一般に集団的な被害を発生させ，そのために多数の訴訟が提起されるので，
専門分野の細分化が進んだ今日では，同一の専門家に各々の訴訟で反復して証
言する機会が与えられるからである。反復してなされる反対尋問においては，
専門家証人は自らの証言の証明力を減殺されないよう回答する術を反復によっ
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て身につけていく傾向があるので，証言の証明力を減殺することは困難である。
たとえ科学的に合理的でない証拠であっても，反対尋問によってその証拠価値
が乏しいことを暴露させにくくなるのである。
このような事情によって，科学的証拠に関する反対尋問は，常に証明力を明
確にして合理的な事実認定に陪審を導くのではなく，証明力を不当に小さくあ
るいは不当に大きく判断させる方向にも陪審を導き得る危険が存するのである。
E，小括
科学的証拠の証拠能力について，一般的承認の有無を基準とする， Frye判決
準則がかつて支配的な地位を占めてきた。後に制定された連邦証拠法はこの準
則の採否について明確にしていなかったが，この証拠法制定を契機としてこの
準則の当否やこれに替わる基準を巡って論議がなされた。そして，この準則の
支配的地位も次第に揺らいできた。
このような状況のなかで， Daubert判決は， Frye判決準則に替わる新たな準
則を定立した。証拠規則 702条から抽出された，信頼性要件及び関連性要件を
判断基準とする準則である。この判決を契機として科学的証拠を巡る論議が活
発になされるに至っている。
有毒イじ学物質が関与する不法行為において，疫学を通じて因果関係を証明す
るために，科学的証拠が不可欠である。ある疾患に対するある物質の統計的有
意性を認定するための疫学調査資料，疫学調査による有意性の判断を裏付ける
ための動物実験資料などが提出される。
これらの証拠については，とくに典型的な問題点に留意して，例えば，疫学
資料においては潜在するバイアスに，動物実験資料については人体との関連性
に留意して，不法行為訴訟の目的に照らして，証拠能力が認定される必要があ
る。
また，証拠調手続において，裁判所任命による専門家証人の中立性や反対尋
問が証明力を歪める危険j性などを巡って，科学的に合理的な事実認定が阻害さ
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れる危険がある，という問題点が指摘されている。
第五節 総括
これまで本章では，有毒イじ学物質被害に関する不法行為訴訟における因果関
係の認定を巡って，アメリカ法の動向を考察してきた。
不法行為によって損害賠償を請求するには，因果関係について原告が証明す
ることが必要である。しかし，このような訴訟において，被害者原告が，被告
による有毒物質に曝露されて疾病に擢患した，という因果関係について，個別
的に証明するのは困難である。 加害者であり得る多くの製造者が存在したり，
また，体質，既往症または喫煙など他の原因による可能性もあり，さらに，有
毒物質に曝露されてから疾病が発生するまでに長期の潜伏期間が存在すること
も多いからである。
判例は，大規模な製造物責任訴訟などにおいて，個別的に因果関係を証明で
きない場合についても，統計資料による疫学的証明を通じて因果関係の存否に
ついて認定してきた（第一節）。これに対して，学説には，伝統的な立場から，
因果関係を個別的に証明するものではないので，妥当でないと批判するものも
あった。一方では，算定される相対的危険度が証拠の優越を充足するか否か
で，オール・オア・ナツシングに損害賠償がなされることになるので，被害者
らに与えた損害額に応じて被告が損害賠償をなすことにならず不公平である，
と批判して，次に述べる割合的責任を指向するするものもあった（第二節）。
DE S訴訟において市場占有率責任理論が定立されると，このような不公平
を解消し，また効率的な事故抑止効果が生み出されることを目的として，さら
に伝統的な因果関係論から離れた，割合的責任理論が有力に主張されるように
なった（第三節）。原告の損害に対して寄与した割合に応じて被告に責任を課
したり，さらに，長期の潜伏期間を有する，有毒イじ学物質による疾患に対し
て，早期に損害コストが内部イじされ効率的な事故抑止がなされるべく，原告に
対する危険に寄与した割合に応じて被告に責任を課すことも提唱された。後者
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については，将来的に現実に疾病に躍患しない者も賠償金を得る可能性があり，
このような不公平を回避すべく，損害として保険コストを想定して，保険制度
も視野に入れて論じられている。
これらの割合的責任理論は，伝統的な矯正的正義論の立場から批判がなされ
たが，集団的被害における矯正的正義の総合的考察， Kantの道徳理論に基づく
選択行為に対する責任論，または共同体正義の観点から道徳的に基礎づけられ
た。
このような有毒物質被害に関する因果関係（割合的責任理論においては，危
険寄与率）の証明においては，統計資料など科学的証拠が不可欠であり，いか
なる科学的証拠によっていかなる手続で因果関係が認定されるのが合理的であ
るのか，問題となる（第三節）。
科学的証拠の証拠能力については， Daubert判決が，連邦証拠規則 702条の
解釈によって，信頼性要件（証拠の信頼性）と関連性要件（証拠と認定事実と
の関連性）とを要する，という準則を定立した。
有毒化学物質が関与する不法行為において，疫学を通じて因果関係を証明す
るために，科学的証拠が不可欠である。ある疾患に対するある物質の統計的有
意性を認定するための疫学調査資料，疫学調査による有意性の判断を裏付ける
ための動物実験資料などが提出される。
これらの証拠資料には，次のような典型的な問題点があり，これらの点に留
意して証拠能力が認定される必要がある。疫学調査資料は，調査方法や調査サ
ンプルに様々な類型のバイアスが潜在しており，信頼性要件の充足が問題とな
るし，また，いかなる程度の相対的危険度が認定されるならば関連性要件が充
足されるのか問題となる。動物実験は，ある動物に対して有毒な物質の人体に
対する有毒性の有無について，関連性要件の充足が問題とされる。
さらに個別的な因果関係を推認するために，個々の原告患者に対する医師の
診断書が提出されるが，科学的証拠には該当しない診断書については，Daubert
判決準則に準ずる合理的基準によって証拠能力を判断する必要がある。
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証拠調手続においては，裁判所によって任命される専門家証人の中立性や反
対尋問が証明力を歪める危険性などを巡って，科学的に合理的な事実認定の阻
害される危険がある，という問題点が指摘されている。
割合的責任理論を採用する場合には，疫学資料を通じて算定された相対的危
険度が被告の責任の程度，即ち賠償額を規定することになるので，公平や効率
性にかなった解決を実現するために，従来のようにオール・オア・ナッシング
で因果関係を認定する場合よりも，証拠や手続に関して科学的合理性がよりい
っそう問われることになろう伽｝。
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第三章 日本法における解決の試み
第一章で提示した，因果関係の認定を巡る検討課題を解決するための示唆を
得るために，前章ではアメリカ法における関連問題について考察してきた。
第一章では，大気汚染公害事案や水俣病事案における判例を分析することを
通じて，次のような検討課題を提示していた（第一節ー， 3.及び二， 3.）。
第一に，統計資料による疫学的証明によって因果関係を認定する場合に，い
かなる認定がいかなる根拠によって合理的であるのか，という課題である。従
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来のように「高度の蓋然』性」を基準として因果関係を認定すべきか，近時の水
俣病判決のように統計数値に応じて確率的・割合的に認定すべきか，さらに割
合的認定を是とするならばいかなる法的根拠によるのか，掴われるのである。
第二に，科学的証拠による因果関係の合理的な認定をいかにしてなし得るの
か，という課題である。因果関係について，基礎づけるものとしていかなる証
拠が科学的見地から合理的であるのか，いかなる手続を通じて合理的な認定が
なされ得るのか，間われることになる。
そこで，本章では，アメリカ法に関する考察に基づいて，第一章で提示した
日本法における課題について検討することにしたい。第一節では，第一の検討
課題である，因果関係の統計資料による認定について，第二節では，第二の課
題である，科学的証拠による因果関係の合理的認定について考察していこう。
第一節統計資料による因果関係の認定
アメリカにおいては，危険寄与率に応じて被告に責任を課す割合的責任理論
が有力に提唱されている（第二章第三節）。疫学的証明によって有意性を判断す
る前提となる，相対危険度の数値は，因果関係を直接に証明するものではなし
むしろ損害発生の危険を増加させた程度を示すものである。また，割合的責任
は，公平や効率的事故抑止の見地からも，オール・オア・ナッシングに被告の
責任を認定するよりも合理的であると思われる。因果関係の存否が不明の場合
にも，原告に対する危険寄与率に応じて被告が損害を負担することになるので，
当事者聞における公平にかなうといえる。また，発生させた不合理な危険の程
度に応じて被告が損害賠償を負担することになって，適切な事故抑止効果が期
待できるので，効率性にかなうといえるのである。
割合的責任理論を我が国の不法行為責任に導入することは，いかなる解釈を
通じて可能であろうか。
アメリカでは，一般に長期の潜伏期間が存する，有毒物質による疾患に関し
て，効率的な事故抑止を促進するように，たとえ原告に現実に損害が発生して
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いなくても，被告による危険寄与に対して割合的責任を課すことが有力に主張
されている（第二章第三節三）。確かに，被告らに対して，現実に発生した健康
被害について責任を負担させるよりも，寄与した危険について責任を負担させ
る方が，早期に損害コストが内部イじされるので，効率的な事故抑止にかなうと
いえるであろう。しかし，危険自体を損害と解することは困難であるし，危険
寄与に対する責任は，賠償の対象として保険コストとしての損害が想定されて，
保険制度と一体的に考察することによって公平性が確保されていることを考え
るならば，我が国の民事責任にこの法理を導入することは困難といえるであろ
つ。
次に，現実に発生した損害への危険寄与に対する割合的責任理論は，不法行
為責任に導入できるであろうか。
不法行為における因果関係要件は，共同不法行為（719条）に該当しない限
り， 709条によって規律される。公害・薬害訴訟など，因果関係の証明が疫学を
通じてなされる場合において，因果関係要件を危険寄与要件に置き換えること
によって，当事者聞における公平や効率的事故抑止が促されるものと思われる
が， 709条で因果関係要件が明確に規定されている以上，このような解釈は困
難であるといえよう。
そこで，因果関係について，次のような根拠で，疫学証拠が示す相対危険度
に応じて割合的に一部を事実上推定するのが合理的であるものと解される。
例えば，工業地帯において，ある企業が有害物質を排出して，住民らに対し
て肺疾患など健康被害の危険に寄与しているとしよう。ある住民が肺疾患に擢
患した場合には，企業が排出した物質のほかに，喫煙，体質また既住症など他
の原因も考えられる。とはいえ，疾患に曜患した原因を証明できない場合に
は，疫学資料を通じて算定される相対危険度の限度で，当該企業が当該住民に
疾患を発生させた，という蓋然性が存在するといえるのではないであろうか。
この蓄然性が事実上の推定にとって十分でないとしても，不法行為法におい
ては公平や効率性が要請されるのであり，割合的責任理論がこれらの要請に答
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えることを企図して提唱されていることに鑑みるならば，このように因果関係
を割合的に推定することは政策的な観点から正当イじされるのではないであろう
か。
因果関係の一部を事実上推定する証拠については，第二節で後述するような
科学的合理性を有することが必要である。
原告が提出した証拠資料に対して，被告は，因果関係不存在について反証を
挙げて免責を受け得るほか，自らに有利な相対的危険度を示す，科学的合理性
がある疫学証拠を提出して，推定される範囲を減殺させることも可能である。
さらに，個別的な事情を示すことによって，個々の原告は，推定される因果
関係の範囲を大きくすることができるし，反対に，被告は，個々の原告につい
て推定される因果関係の範囲を小さくすることもできる。
個別的事情に関して，喫煙，既住症，年齢または体質など，当該疾患を発生
させ得る原因が原告に存在する場合に，原告に対する被告の相対的危険度につ
いて，いかに算定するべきであろうか。被告が発生させた危険と並んで，他の
原因も損害発生の危険に寄与していると解して，素因の危険寄与率を控除して
評価するべきであるのか。あるいは，素因が存在するために被告が寄与した危
険が通常よりも損害を発生させる可能性を大きくしていると解して，当該素因
を有する者を対象とする相対危険度を算定するべきであろうか。当該素因につ
いて，過失相殺規定が類推適用できる場合には，前者によって，一方，過失相
殺規定が類推適用できない場合には，後者によって評価するべきであろう。
割合的責任に対しては，現実の被害者が損害全額の賠償を受けられず，一方
では，現実の被害者でない者が損害賠償を受ける，という可能性があり，公平
に反するという批判がなされていた。因果関係を相対的危険度に応じて推定す
るにとどめるならば，被告は，現実に損害を発生させた原告に対して損害全額
を賠償したり，反対に，現実に損害を発生させていない原告に対する責任を免
れる道が聞かれるし，また，個別的にみて原告の損害について寄与した危険に
応じて賠償を受ける道も聞かれているので，このような批判を回避できるとい
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えるであろう。
このような解釈は，前稿で提示した719条の解釈と体系的整合性が存すると
いえる（1）。
一般に，個別的証拠によって因果関係を証明できない原告は，疫学的証明に
よる相対危険度（危険寄与率）を証明することによって， 709条において因果関
係が割合的に一部存在する推定を事実上受けることができる。これに対して，
原告または被告は，上述したような反証を挙げてこの推定を覆すことが可能で
ある。
加害行為が競合した場合には，因果関係が認定される証明度の程度まで加害
者であり得る者を特定できるならば， 719条1項後段が適用されて，因果関係存
在の推定を受ける。これに対して，被告は，自らが加害者ではないことや損害
の一部にのみ寄与したことを証明して免責または減責を受け得るほか，市場占
有率などを通じて危険寄与率を証明することによって減責を受けることができ
る。被告らについて 719条1項前段の関連共同性要件が充足される場合には，
原則としてこのような減免責は認められない。
不法行為法における709条及び719条を通じて，相対危険度（危険寄与率）が
証明された場合には，その程度に応じて因果関係が割合的に事実上推定され，
因果関係要件の代償として，原告に対する危険に寄与した加害者であり得る者
を相当程度に特定した場合には，さらに因果関係が全部法律上推定されること
になるのである。
第二節 科学的証拠による合理的な認定
本節では，科学的証拠による因果関係の合理的な認定を巡って，まず第一
に，証拠力の判断基準について，第二に，証拠調手続について考察していこ
つ。
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一，証拠力の判断基準
アメリカにおいて，意見や推論につき証拠能力を否定する伝聞証拠排除原則
の例外として，科学的証拠に証拠能力が認められる要件として， Daubert判決
は，連邦証拠規則702条から，信頼性要件と関連性要件とを抽出した（第二章
第四節二）。
一方，我が国における民事訴訟法247条においては，自由心証主義が採用され
ている。それで，提出された科学的証拠について，信頼性などを欠くという理
由で証拠能力が否定されることはない。しかし，科学的見地から合理性を欠く
ような事実認定は，自由心証主義における裁判官の裁量の範囲をもはや逸脱し
ているものと思われる。 Daubert判決準則が，信頼性要件や関連性要件を充足
する科学的な意見や推論に限って証拠能力を肯定するのは，科学的に合理的な
事実認定を確保するためである。この趣旨に鑑みるならば，科学的に合理的で
ない証拠については，経験則を通じて証拠力を否定すべきである。
それでは，具体的にいかなる判断基準によって，因果関係認定における科学
的証拠の証拠力を評価すべきであろうか向。アメリカ法の考察（第こ章第四節
三， 1.）を踏まえながらみていこう。
有害物質被害に関する公害・薬害訴訟などにおいて，ある物質とある疾患と
の相関関係について，一般的な因果関係を疫学的に証明するために，相対的危
険度ないし統計的有意性を判断するための疫学調査資料，さらに有意性の判断
を裏付けるために，動物実験資料が提出される。
科学的証拠に該当するこれらの資料については，下記のように科学的合理性
の見地から証拠力が間われることになるが，科学的証明における 95%以上の証
明度ではなく，民事訴訟における証明度に照らして，その合理性を問うべきで
ある。
まず，方法や理論について反証可能性のない証拠，即ち明確な説明がなされ
ていない証拠については，次のような難点があるので証拠力を欠くものといえ
よう。このような証拠には，検証を重ねることによって科学的にその真否を探
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求する余地がなく，科学的合理性を認めることはできない。また，方法や理論
の科学的合理性を巡って，反対尋問を合理的になすことも困難であるからであ
る。
次に，公刊された資料については，公刊の過程において十分な審査を経たか，
公刊後十分な検証調査・実験などがなされたか否か，問われるべきである。公
刊における審査については，アメリカの審査制学術誌における審査に相当する
ものである必要がある。形式的な審査にとどまらず，多数の専門家によって十
分に科学的に合理的な検証を経ていることが必要といえるであろう。
このような過程を経ていない証拠については，証拠の性質に応じて，次のよ
うな観点から証拠力を判断すべきであろう。
疫学調査資料については，調査サンプルや調査方法に典型的なバイアスが潜
在する。前者については，調査対象者，診断，効果測定などに誤った判断が介
在したり，他原因が競合するためにバイアスが潜在するのである。このような
バイアスが潜在する程度について，調査の内容，方法，規模及び回数などに照
らして，科学的に許容されるものか否か判断する必要があろう。さらに，統計
資料を通じて算定される相対的危険度について，調査研究の一貫性，他の研究
との一貫性，動物実験結果との整合性などに照らして，その判断の科学的合理
性について間われなければならないであろう。
動物実験資料については，とくに当該物質の性質や曝露濃度などに配慮して，
上述した疫学資料と同様に考察して，人体に対するその物質の有害性の有無・
程度を推認する科学的合理性について検討されなければならない。なお，因果
関係の疫学的証明における動物実験は，当該物質の有害性に関して，疫学調査
を裏付けるためになされるものである。疫学調査を裏付ける検証実験として合
理的なものであるのか，という観点から証拠力を問うことが必要である。
さらに，個々の原告に関する個別的な因果関係を推認するために，原告が擢
患した疾患が当該疾患に該当することを証明する，医師の診断書が提出される。
医師の診断書については，科学的証拠には該当しないが，診断の一貫性や診断
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を行った医師の専門分野などの観点から，合理的な判断がなされているか検討
されなければならないであろう。
二，証拠調手続
アメリカ法において，裁判所任命による専門家証人の中立性，及び反対尋問
が証拠の証明力を歪める危険性に関する問題点が指摘されていた（第二章第四
節三， 2.）。これらの問題点については，我が国の民事訴訟においていかなる配
慮をなすべきであろうか。
まず，鑑定において，「鑑定人について誠実に鑑定をすることを妨げるべき事
情があるとき」には，鑑定人を忌避することが可能である（民訴法214条）。ア
メリカにおいて，裁判所任命の専門家について，学界における立場や当事者と
の利害関係によって，中立性が疑わしいという指摘がなされていた。このよう
に，鑑定人の中立性が疑われることは，この忌避事由に該当するのであろうか。
スモン訴訟において，鑑定前に原告患者に対して診断書や病状経過報告書な
どを作成した医師について，忌避の申立がなされてきた向。
科学的に不合理な判断がなされることを回避するために，このような者を鑑
定人から忌避することは望ましいといえよう。この忌避の判断にあたっては，
アメリカ法において指摘されていたような，被告企業との関係や学界における
当該鑑定人の立場などにも配慮する必要があろう。
しかし一方では，鑑定人の中立性を確保することを重視して，鑑定人を忌避
できる範囲を広く認めるならば，鑑定人の忌避の当否を巡って多くの時闘が費
やされ，裁判の迅速な進行が著しく妨げられる可能性が大きい。さらに，科学
の発展に伴って，専門分野の細分イじ・特殊イじが進展しているので，当事者と密
接な関わりがあるという理由で当該鑑定人を忌避して，当該分野にに精通した
新たな鑑定人を確保するのは困難なことも多いであろう。そこで，鑑定人の中
立性に関して，同等に適切な者が見出せない場合には，証拠カの評価において
その中立性を考慮したり，鑑定人に対して不利益を受け得る当事者が尋問をな
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すことによって，不合理な判断を回避すべきであるとの主張がなされている向。
次に，反対尋問を通じて，科学的証拠の証拠力が合理的に見出せるために
は，いかなる配慮が必要であろうか。
アメリカ法では，反対尋問において，一方では，弁護士の戦術によって当該
証拠の証拠力が不当に小さく認定されるように方向づけられたり，他方では，
専門家証人が反復して尋問を受けることによってその証拠力が不当に大きく認
定されるように方向づけられる，という難点が指摘されていた。
反対尋問は，主尋問に現れた事項，その関連事項，証言の信用性に関する事
項について行われるが（民事訴訟規則114条），証言の証拠カが歪められないた
めには，どのようにして進められるべきであろうか。
合理的な反対尋問を行うためには，当事者によって周到な事実関係の調査，
証拠の収集及びこれらを総括した尋問計画の立案が必要であり，無計画な尋問
は，主尋問の内容を一層固めてしまう危険もある，と指摘されている向。アメ
リカ法で指摘されていた，反対尋問における弁護士の戦術によって証拠力が不
合理に減殺される弊害よりも，むしろ合理的に減殺できない弊害の方が問題と
されている。
専門家証人は，反対尋問をなす原告側弁護士よりもはるかに専門的知識につ
いて優っている向。有害物質被害に関する公害・薬害訴訟においては，被告の
方が，このような専門家証人を依頼して因果関係等について証明をなすのに有
利な地位にある。このような証人に対して，証言の証拠力について原告側が合
理的に減殺するのは困難である。各地で提起される同種事案の訴訟において，
専門家証人が反復して反対尋問を受けることによって，この困難さが増す可能
性もある。
このような場合には，緊急性がない限り，主尋問に対する証人調書の内容を
十分に検討し相当の期間経過後に，反対尋問が行われるケースが多い，とい
う（7）。事案に応じて，専門家と事前に十分に相談・協議して，調査や証拠収集
がなされるように，主尋問後の相当の期間を確保すべきであり，この期間が不
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十分である証人調書については，そのような事情を証拠力の評価に反映させる
べき日企噌旨
注
( 1 ) 拙稿「『加害者不明の共同不法行為』について（五・完）J名古屋大学法政論集151号449
頁以下（平成5年），「不法行為法における加害者を特定できない被害者の救済」私法 58号
187以下（平成B年）。
( 2）本稿(1）の脱稿後，川崎大気汚染公害第二次～第四次訴訟第一審判決（判時1658号3頁）
にふれた。証拠の評価における問題点について，松村弓彦「川崎公害訴訟判決における因
果関係に関する判断の問題点」ひろば51巻 12号 12頁以下（平成10年）参照。
( 3 ) 忌避の申立を却下した事例として，高知地決昭53年4月15日判時900号100頁，東京
地決昭和53年1月初日判時913号96頁。申立を理由ありとした事例として，広島高決
昭和53年4月22日判時911号 129頁，東京高決昭和53年5月19日判時895号76頁（原
審である広島地決昭和 53年3月25日判時911号 132頁は却下していた。）。
( 4) 谷口・福永編『注釈民事訴訟法（6）』 445～47頁［畑都夫執筆］（平成7年），中野貞→郎
「科学鑑定の評価」司法研修所論集74号 18頁以下（昭和59年）（『民事手続の現在潤題』
（日本評価社，平成元年）に所収），栂善夫 「民事訴訟における鑑定人の忌避について」法
曹時報43巻10号2026頁以下（平成3年）。
( 5 ) 谷口・福永編・前掲注（4)370頁［太田幸夫執筆］。
( 6) このような事情のもとでの実践記録として，松波淳一『ある反対尋問』（日本評論社，平
成 10年）。
( 7 ) 谷口・福永編・前掲注（4)372頁。
結び
本稿では，アメリカ法の考察を踏まえながら，統計資料による因果関係につ
いて考察し，解決するための指針を提示した。
最後に，結びとして， i本稿の解決案における今後の課題について，述べるこ
とにしたい。
本稿では，証拠の科学的合理性を判断する基準を提示したが，その基準に従
って証拠力について認定する科学的経験則を提示するには至らなかった。訴訟
が科学的論争の場となり裁判の著しい遅延を招くことがないように，科学的に
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合理的に証拠カを評価する，できる限り簡明な経験則が適用されて因果関係が
認定されなければならない。今後，アメリカの判例との比較考察などを通じ
た，個々の判例研究における因果関係認定の分析等において，合理的な経験則
を定立する必要があろう。
それとともに，鑑定を行う専門家証人の中立性や反対尋問の十分性が疑われ
る場合に，いかなる合理的な経験則によって証人調書の証拠力を判断するべき
か，解明されなければならないであろう。
［付記］
本稿における科学的証拠に関する研究については，東京経済大学の平成11年
度個人研究助成費によって行ったものである。
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